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準市場経済（ｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔ　ｅｃｏｎｏｍｙ）

　　　　　　　　　　と市場経済

ｒ準市場経済（ｑｕａｓｌ－ｍａｒｋｅｔ　ｅｃｏｎｏｍｙ）

　　　　　の経済学」の定立と関連して

小　野　　　進

　研究における客観性の問題は，ただ価値判断を除去するように努めることによっ

て解決されるものではない。それどころか，杜会問題にかんするあらゆ之研究は ，

いかに限定された範囲を扱うものであろうと ，価値判断によっ て結果を左右される

し， またそうでなげればならない。「価値関心をもたない」杜会科学というものは
，

かつて存在したこともないし，これからも存在しないであろう 。価値判断を避けよ

うとする努力は，方向を誤るものであり ，不毛で危険な結果を運命づけられている 。

価値判断は，たとえ表面にでていなくても ，研究者とともに存在し，研究のための

道案内をしているのてあろう 。　　 Ｇミュ ルタール／Ｓキノク『アノアのトラマ』

　見解が生まれる前に，価値観点（ｖｉｅｗｐｏｉｎｔ）が定められねぽならないが，これが

価値評価を意味する……もしも杜会科学者が事実に忠実であろうとして，自分の価

値観点を明白にしないならば，偏向の余地を残すことになろう……あらゆる文献は ，

その序文で価値判断を排除するとい っているにもかかわらず，価値判断が湊透して

いる。しかし，そうした結論は明白な価値前提から引き出されているものとして提

示されない。　　Ｇ　ミュ ルタールｒ杜会科学と価値判断』一

（１）
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序　何故ｒ準市場経済」（ｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔ　ｅｃｏｎｏｍｙ）

　　　　なる新しい概念を必要とするのか

　これまでの経済史は，経済活動は，尤大な各種の組織形態を通じておこなわ

れてきたことを示している。バビ ロニアのハムラビ王国，エジプト王朝の再分

配杜会（・ｅｄ１・ｔ・１ｂｕｔ１ｖ・・ｏｃ１・ｔｙ），ローマ共和国の貴族　平民関係，封建時代の荘

園， 中国の股の都市と市場，周時代の班田制，日本の城下町や江戸時代の米穀

市場など，これらの組織形態は歴史研究の主題であるが，大部分の研究は分析

的内容を欠落させている。経済学や経済史の文献は新古典派経済学を基礎づけ

ている中心的な制度（・・ｎｔ・・１ｍ・ｔｌｔｕｔ１０ｎ）てある「市場」（ｍａ・ｋ・ｔ）についての

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
議論をほとんと含んでいないことは特異な事実である。実際，１９６８年にな って

も，‘‘Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｅｎｃｙｃ１ｏｐｅｄ１ａ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｓｏｃｌａ１Ｓｃ１ｅｎｃｅｓ” は，“市場と産業
”

（“Ｍａ・ｋｅｔ・・ｎｄ　Ｉｎｄｕ・血１ｅ・”）の項目で，ｒ市場」について簡単な説明をしている

か， その説明は，市場にとっ て必要な根本的条件については脱歴史的，画一的
　　　２）

である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）　「市場」という概念は，経済学における中心的なものであるが，つかみにく

い（・１ｕ・ｉＶ・）概念である
。

　経済学者は，市場という用語を実質的に二つの異な った意味で使用する 。

　一つは，売手と買手が財とサーヒスを交換する　般的条件に関係している
。

理論経済学ていう ，完全競争，独占的競争，寡占，独占かこれてある 。

　二つは，市場の範囲の問題，地理的境界の問題である 。

　市場は多次元的 コノセプトである。市場のもっとも　般的な意味は，交換に

関係する売手，買手，そして生産物の間の相互の諸関係のネ ットワークであり ，

市場の適切なる定義は，不ソトワークの如何なる側面に関心かあるかに依存し

ている。何故なら，異なる問題には異なる適当な定義があるからである 。

　新古典派経済学とマルクス経済学の市場経済に関する理論装置に異議を唱え

正直に挑戦したのは，偉大な経済人類学者カール ・ポラソニー（Ｋ・・１Ｐ・１．ｎｙｉ

１８８６－１９６４）であ った。ポラソニー によれば，両者は，産業革命という特殊で

かつユニークな文明の中で出現した。市場 メカニズムは，西欧世界を中心に ，

歴史上１９世紀という短い期間の支配的な資源配分 ！ステムにすぎない。１９世紀

以前，２０世紀後においては ，「経済行動」（・・０ｎＯｍｌ・ｍｇ　ｂ・ｈ・・１・ｕ・）に基礎つげら

れない他の配分 システムが存在し，市場 メカニ ズムは必ずしも支配的な経済組

織の形態ではない。価格 メカニ ズムに関する理論的装置は，５０００年の世界史の

極く一時期だけしか説明するのに役立たない。２０世紀を説明するのにも適切で

たい，と 。

　ポラノニー の分析的枠組（・１ｔ・ｍ・ｔ１… 　ｎ・１ｙｔ１・・１ｆ・・ｍ・ｗ・・ｋ）は，１９世紀以前

と２０世紀に適用される「互酬」（…ｉｐ…三ｔｙ）と「再分配」（・・ｄｉ・ｔ・ｉｂｕｔｉ・ｎ）の

ｋｅｙ　ｃｏｎｃｅｐｔによる取引モデルで，この配分 システムは，経済的行動にもと

つくだけてなく ，文化的，杜会的，心理学的てある深い研究によっ て理解され

る。

　本稿でポランニーに言及するのは，掘み所のない「市場」あるいは「市場経

済」についての理解を深めることであり ，それ以上でもそれ以下でもない。ま

た， Ｊ・ Ｒ・ ヒックスの市場勃興論そして異端のマルクス経済学者セルッ キー

　　　　　　　　　　　　　　　　（３）
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の市場経済論にも言及する。このことを削提に，われわれの最大の関心事であ

る「準市場経済」（ｑｕ・・１－ｍ・・ｋ・ｔ・・ｏｎｏｍｙ）なる概念の輪郭を明示したいという

のが本稿の目的である 。

　何故「準市場経済」（ｑｕ・・１－ｍ・・ｋｅｔ・・ｏｎｏｍｙ）なる新しい概念を問題にし提起

するのか 。

　ケインズ派や新古典派の経済成長諸理論は，工業化がすでに成功してしまっ

た欧米の先発諸国を則提に，これらの先進諸国に経済成長をもたらす諸要因を

理論化したものである 。

　儒教文化圏の後発諸国の目本，韓国，台湾などに経済発展をもたらした，ま

たもたらしつつある諸要因は何か 。

　明治以来の目本の経済発展の諸要因は，上述の経済成長諸理論の単純な適用

によっ てのみ説明することはできない 。

　日本が名実ともに先進工業国になった理由の一つは，日本国民の各界各層の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
積年の悪戦苦闘の努力と自己犠牲によっ ている 。

　中進国の韓国，台湾は，新輿工業国 ・地域として，目下躍進中であり ，２０～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
３０年ぐらい後に完全に先進工業国への参入が予感される。早けれぱ１０年ぐらい

になるかもしれない 。

　非西欧圏で，西欧と文化や杜会の構造が違う地域で，工業化に成功した国は

現在は目本だげである。非西欧圏であること ，文化構造や杜会構造が相違して

　　　　　　　　　　　６）
いることを強調しておこう 。経済学者は，専門領域外ということで，とかくこ

の重要な側面を軽視，無視しがちである 。

　目本の経済発展史の事例は，後発国の工業化の理論化のための素材を提供し

てくれる。良好な経済的実績を収めた日本の経済構造を概念に変換すれば，新

しい経済学が定立されるであろう 。

　近代経済学とマルクス経済学の伝統的な区別とは別に，他の区別の仕方も考

えられよう 。それは，第一に，工業化を実現するための経済学，第二は，工業

化がすでに成功してしまっ たことを削提にした経済学，近代経済学とマルクス

経済学がそうである。この二つの経済学は，欧米の同一の文化圏の先発諸国：

　　　　　　　　　　　　　　　　（４）
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先進諸国で開発された市場経済を主要な対象に抽象化された経済学であるから
，

これを「先発国型経済学」と呼んでおこう 。第二は，脱工業化の経済学である 。

　日本の経済学者が独自に新しい経済学の定立に貢献できる領域があるとすれ

ば， それは，主に以上の第一と第二の分野であろう 。第一の経済学の樹立は ，

日本の経済発展史が格好の素材を提供してくれる。何故なら，経済学はすでに

工業化された杜会を前提にしているとすれぱ，低開発国を如何にして工業化す

るのかという経済開発の問題は，経済学で答えることはできない。したが って ，

開発経済学や経済発展論は虚構にすぎず，存立しえないことになる。ただ，日

本の経済発展は，開発経済学などの存立しうる地盤を歴史上はじめて提供した

ように思われる。これが，これから開発か期待される経済学である。それを ，

ここでは，「後発国型径済学」と乎んでおこう 。この分野は従来の経済学の領

域では，経済発展論ないし開発経済学であることはいうまでもない 。

　近代経済学が応用されたものか，開発経済学や経済発展論の内容てある。近

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）時， とくに，セオトア ・Ｗ ・：■ユ ルソ（Ｔｈ
・・ｄ０・・
ＷＳ・ｈｕ１ｔ・）の理論のように

開発経済学に新古典派経済学が復活した。日本の工業化とその成功の歴史的経

験の分析に新古典派理論がすべて適用されないことは明白である。日本の工業

化の分析には経済発展論の単純な応用だけではきわめて不十分であるとすれば
，

日本の経験を是非理論化しなければならない 。

　経済発展論は，工業化にすでに成功した国の経験から抽象化されたものでな

けれぱ無意味である。この点で，非西欧圏の異な った文化 ・杜会構造をもつ日

本の経験は貴重である 。

　成長会計分析によれぼ，日本の高い径済成長率に寄与した諸要因は，他国よ

り大きい資本と労働のイノプ ット ，規模の経済，知識と技術の進歩だといわれ
　　８）
ている。そうだとすれは，発展途上諸国か，もし，日本の経済発展モテルから

学ぽうとすれは，とのようにすれは，資本の増大，規模の経済，知識の進歩な

どをより急速に促進することが可能なのかということが課題になる。したが っ

て， われわれは，何がこれらの諸要因を誘導するのかということを研究しなけ

ればならない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５）
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　私は，日本の経済発展や工業化の歴史的経験を理論的に説明する仮説として ，

「準市場経済」（ｑｕａ・１－ｍａ・ｋｅｔ・・０ｎｏｍｙ）なる コ／セプトを使用したい。そして ，

「準市場経済の経済学」の構築をめざしている。このアプ ローチが，日本にお

いてかつてならそれは許されたけれど，今にな っても ，たいした理論でもない

のに，アメリカの経済学者がどういったフランスなどの経済学者がこういった

式の根強い輸入経済学的性格から脱皮し，目本独自の新しい経済学を定立する

一つの方法であると信じている 。

　新しい経済学の試みとして日本を代表する近代経済学者の一人として知られ
　　　　　　　９）
る森嶋通夫教授の著書『無資源国の経済学』（岩波書店，１９８４年）をあげること

かできよう 。本書の特徴は次の点である。各国の経済のサイスは、大型，中型 ，

そして小型に分けられる。日本，イギリス，イタリーなどは中型工業国である 。

そこで，中型工業国（領土がせまい，工業用原料など多くを外副こ依存している，工

業力など自力で開発する力を持っているなどの特質がある）の経済学としての『無資

源国の経済学』の定立を試みようとしたことである。ただし，本書では，その

経済構造に及膳す重要性は認められているけれど，住民の気質や文化的伝統な

どは捨象されている 。

　　１）　Ｎｏ吋ｈ〔２〕ｐ．７１０

　　２）　Ｎｏ吋ｈ〔１〕Ｐ．３３
．，

Ｎｏ討ｈ〔２〕Ｐ．７１０

　　３）Ｓｔｅｍｅｒ〔８〕ｐ５７５「市場とは，経済主体　　企業，家計，そして労働組合一

　　　一が出会い，杜会のために主要な経済意思を決定する舞台である。経済資源の配

　　　分と国民所得の分配を決定するのに役立つ価格，賃金，利潤は市場の交換に起因

　　　している」（Ｎｏ討ｈ〔２〕）。

　　４）我々は，一方で，戦前 ・戦中の目本帝国主義のアジア諸国に対する侵略行為に

　　　対して，歴史分析の如何にかかわらず，日本国民の道義性を維持するために反省

　　　するとともに，他方で，日本経済をここまでにした国民のナショ ナルな力をも高

　　　く評価したい。また，アジア諸国にいうべき事は率直に言うべきである 。

　　５）　アジァＮＩＣｓに対していたずらに将来の競争相手国としてみるのでなく ，韓

　　　国，台湾の経済発展を大いに歓迎しなけれぱならない。西 ヨーロッパにおける

　　　ＥＣのような地域的経済統合を東アソァにも必要とするようになろう 。そのため

　　　の前提として，東アジアの諸国が同じ程度の経済発展水準に達していることであ

　　　る。目 ，韓，台，中の東アジア経済共同体を是非実玩しなけれぱならないであろ

（６）



準市場経済（ｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔ　ｅｃｏｎｏｍｙ）と市場経済（小野） ７

　う 。単に経済統合だけでなく ，西欧技術文明に対するある意味の挑戦的意味を込

　めて，人類に貢献した欧米文明圏と同じように，否，それ以上に人類に貢献する

　新しい文明圏にしなければならないのであろう 。韓国，台湾の先進工業国入りは

　時問の問題であろう 。問題は中国である。相当思い切った政治 ・行政 ・経済の改

　革を実行せずに，現行体制を維持するかぎり ，中国の経済発展は望めないであろ

　う 。象徴的にいえぱ，日 ，韓，台，中などの音通の人々が入国査証などなしに自

　由に往来でき，週末など気軽に旅行できるような関係をつくらなけれぱならない 。

　中国は別として（これは残念なことであるが），日 ，韓，台は，近い将来このよ

　うな関係が実玩されるであろう 。

　　「日当りの側面に目を奪われることなく ，輸出一辺倒からくる摩擦，軋礫のほ

　か，内部的硬直化と腐敗，人権弾圧もアセアン ・ニックス論を構成する重要な内

　容であり…… アジアの「ニックス化」論さらにアセアン「成功」説は，まだ未完

　の論議である…… 」（徐照彦〔９〕Ｐ．１６６．）との徐氏の指摘は尤もなことである
。

　後発国の工業化には人権弾圧や抑圧か随伴していることは事実てある。戦前期の

　日本の工業化のある時期，とくに，スターリソのソ 連の工業化の時期，毛沢東時

　代の中国，その他後発諸国で人権弾圧や抑圧の例はいくらでもあげることができ

　る。われわれは，現在でも，人権弾圧や抑圧の事例は世界中いたるところでおこ

　っ ていることをアムネスティ ・インターナショ ナルの資料で知ることができる 。

　問題は，体制の如何にかかわらず，工業化の過程で，何故，多くの人権弾圧の現

　象か発生するのかということである。工業化を推進している開発　リートからす

　れぱ，各種の異議申し立てや反対は，経済発展にも不可避な条件である杜会の統

　合力を弱め，国力を ムダに消耗するようにみえるからであろう 。しかし，韓国や

　台湾はこの問題に対する改善の第一歩を踏みだした。このことは経済の発展程度

　と関係しているのであろう 。

６）正田健一郎〔１０〕の第一章　日本資本主義発達史の分析視角は，この論点では

　参考になろう 。

７）　 シュ ルツがいうには，経済学者の犯した大きな二つの誤りの一つは，「低所得

　諸国の問題を理解するには通常の経済理論は妥当せず，別個の経済理論が必要と

　される，という前提であ った」（Ｓｃｈｕ１ｚ〔１１〕邦訳５べ 一ジ）。

８）山口三十四〔１２〕が参考になろう 。

９）Ｂ１ａｕｇ〔４２〕Ｐ ．Ｐ．１７５～１７６．今後，日本に新理論が出現し，日本に独自な学派

　が彩成され，欧米の経済学説史の教科書の系譜に一学派としてのることを期待し

　たい 。

（７）
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Ｉ　市場経済の起源とその意義

　　　市場を廃止するためには，市場の前提条件，すなわち，杜会的分業，希少性およ

　　び生産者の自律性のうちの一部を廃止することが必要であろう 。マルクスとエンゲ

　　 ルスは，杜会的分業の明確な概念を一度も定式化しなかった……市場は，生産手段

　　の私的所有の産物でもなけれぱ資本主義の産物でもない。それは，杜会的分業の発

　　展とともに発生し進化してきた。資本主義に先行するあらゆる生産形態において市

　　場が存在したのは，…… 希少性，杜会的分業および自律的生産者を見いだすところ
　　　　　　　　　　　１）
　　においてだけであ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｒａｄｏｓｌａｖ　Ｓｅｌｕｃｋｙ

　市場メカニスムに対してどのような態度をとるかによっ て現代経済学の学派

を分類することができる。市場 メカニ ズムに対して全幅的な信頼を置くのが ，

新古典派経済学とハイエクなどの新オーストリア学派などであり ，価格 メカニ

ズム を相対化し，市場 メカニ ズムの限界を認識するのが，ケイソズ型の経済学

である。市場 メカニ ズムを否定し，計画経済を肯定するのが，正統的なマルク

ス経済学である。勿論，市場メカニスムに全幅的に信頼を寄せる経済学から ，

市場 メカニ ズムを否定する経済学の間に，各種の経済学のタイブが存在する 。

本稿で紹介するカール ・ポラ：■二一 は， 非市場経済によっ て市場経済を相対化

している 。

　私は，「準市場経済（ｑｕａｓ１－ｍａ・ｋｅｔ　ｅ・ｏｎＯｍｙ）の経済学」を構築したいと考え

　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
ている。私は，日本の杜会経済体制（韓国や台湾なども含めてよい）は，西欧型

の混合経済や国家資本主義の概念によっ ても把握できないのではないかと思 っ

ている。それ故，「準市場経済」（ｑｕ・・１－ｍａ・ｋ・ｔ・・０ｎｏｍｙ）なる新しい概念を仮

説として考えてみた。そのためには，「準市場経済」の概念を明確にしておか

なげればならない。そして，それが，従来の「市場経済」の コンセプトとどの

ように違うのかを明示する必要かある。ここに，市場と市場の勃興に関するヒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８）



　　　　　　準市場経済（ｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔ　ｅｃｏｍｍｙ）と市場経済（小野）　　　　　　９

ツクスとポラソニー の理論や市場経済に関するセルッ キーの所説を紹介するの

はそのためである。内容紹介にあた っては，「準市場経済」の概念形成に参考

になり ，示唆するところ大きいと思われる側面に留意した 。

　（１）Ｊ．Ｒ．ヒツクスの所説

　ヒックスがいうには，「われわれは，アダム ・スミス以来ずっと分業を市場

の発展との関連で考えることに慣れているので，市場が分業の起源でないとい
　　　　　　　　　　　　　　　　３）
われると何らかのショックを受げる」。 市場が存在する以前にすでに労働の特

化， 即ち，何らかの分業が存在していた。性別や年齢による分業がそうであ っ

た。

　あの著名なる理論経済学者であるＪ
．Ｒ
．ヒックスが，１９６９年に『経済史の理

論』という本を書いた。理論経済学者であるヒックスが何故このような本を書

いたのか。「わたくしは経済史家ではないか，経済史にはずっと興味を持ち続
　　　４）
けてきた」，そしてマソチ ヱスター 以来ｒエコノミック ・ヒストリー・ レビ ュー
　　　　　　　　５）
誌を読み続けてきた」とヒッ クスは直接の動機を語っている。しかし，真の目

的はもっと別のところにあ った 。

　　般的な歴史現象を理解し分析するためには，経済理論や他の杜会理論か必

要である。マルクスは，自己の経済学から　般性を持つ理論を抽出し，それを

歴史分析に適用した。それ故，マルクスの発見した歴史パターンは，歴史の分

野を越えて根拠を持つのである。ヒックスのこの「歴史の理論」は，マルクス

によっ て試みられた歴史の理論の方に近い。「わたくしが意図しているのは ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
このような歴史の理論にほかならない」。

　ヒソ クスによれは，「市場の勃興」とは，「交換経済の勃興」ということてあ

る。 市場＝交換経済であり ，単純明快である。組織の一形態としての市場は ，

農民や手工業者の創造物でなく ，商人と金融業者の創造物である。商品市場と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
金融市場は，市場制度が本来あるべき姿なのである。市場制度が比較的支配し

にくい領域として土地市場と労働市場がある 。

　偶然的な交易は孤立した交換行為で，双方の当事者がさらにつづけて交換を

　　　　　　　　　　　　　　　　（９）
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おこなおうと約束することはない 。

　新しい世界は，商業の専門化によっ て始まる。それでは，専門化した商人は

どのようにして舞台に登場してきたのであろうか 。

　商人は，取引するためには，何かを持っていなげればならない。それをどの

ようにして入手したのか。「専門化した商人への道」は二通りあると ，ヒック

スはいう 。第一の道筋は国内商業の発生である 。

　０　商人はそのはじめ，海賊か山賊であったに違いなく ，まず，不当な方法

で物を手に入れたと考えられる。「海賊行為と海上商業はしぱしぱ奇妙にもか
　　　　　　８）
らみあ っている」 。

　　　恒常的な交易の出現によっ て， 商人は物を垣常的に入手するようになる 。

それでは，その過程はどのようにして発生するのであろうか 。

　専門化した交易が成立しうるのは，まず，宗教的な祭りのような集会が交易

の機会を提供する。はじめは偶然的な交易がここでは習慣的になるが，祭市で

交易する者はまだ専門化した商人ではない。交易が習慣的になることは，市場

か， 即ち，物の交換が頻繁に開かれていることである。こうなると ，再販売の

ために入手した財貨をその日のうちに売る必要はない。その財貨が耐久性があ

るなら，それを保管し，別の機会に販売すれぱよい。「その機会を利用する仲
　　　　　　　　　　　　　９）
介人が仕入品の所有者になる」。仲介人は仕入品の安全なる保管が主要な任務

になる。農場と市場の間をあちこち運ぶのは費用もかかり危険である。それ故 ，

市場で仕入品を保管し，監視して，いつでも売る用意をしておく方か安全であ

る。 ここにいた って，彼は，まさに「専門化した商人」となり ，経営の根拠を

市捌こ移し，そこで店舗を構えるのである。店舗商人は，市の立つ日だげでな
く， どんな日でも取引きできるようにしておくことによっ て， 市場を連続的な

ものにする。このようにして農村の「憤習経済」から，「専門化された商人」

が発生する 。

　大規模な商業，即ちＰｅｔｔ１ ＣｏｍｍｅｒｃｅからＧｒａｎｄ　Ｃｏｍｍｅｒｃｅへの移行か ，

「指令経済」から如何にして発生するのか 。

　強大な王は，近隣の族長から使節とともに贈物を貢物として受けいれる。そ

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０）
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の返礼に，王の威厳にふさわしく ，族長に贈物を与える。もらっ た貢物の中に

は， 王がもっと欲しいと思う物もあるであろう 。それを入手するためには，使

節を派遣して贈物を持参させ，その返礼の贈物として何を受取るかを指示して

おくことである。このことは，王が，「慣習経済」の仕来りから外れた目的で

これを利用していることを示している。この仕事に従事している執事は，命令

によっ て， 商人の機能のあるものをすでに遂行しているのである。彼がそれを

首尾よく果したため，再度派遣され，それが繰り返しおこなわれるならぼ，彼

は， この新しい活動を専門化するようになろう 。彼は，独立した商人でないと

はいえ，商人であることには変りはない。特定の職能に専門化するようにな っ

た従臣である 。

　第二の道筋は，対外商業の始まりである 。

　「商人経済」には，ある種の秩序が維持されることが必要である 。

　商人階級が出現するや否や，一つの共同体に結集し始める。「商人経済」は ，

それに適合する政治的あるいは準政治的構造のいくつかの要素を成長させない

かぎり発展しない。「商人経済」には三つの事柄が必要である。第一に，政府

か市場に介入することである。市場は　種の集会である。あらゆる集会は潜在

的に危険なものである。だから，市場の開設は，ある種の許可の下に置かれな

ければならない。第二は，財産の保護の必要，第三に，契約の保護の必要，で

ある。伝統的な，指令 ・慣習経済では，第二と第三の事項は与えられない 。

　しかしながら，以上のことだけでは，「商人経済」は，持続的に拡大する力

を持たない。この力を持つためには，「もっと整然とした法律制度が利用でき
　　　　　１Ｏ）
る場合てある」。 そのためには，支配者か，対外商業に関心を持ち，商業かあ

る杜会的重要性を持ち，独立した共同体になることである。それか，都市国家

である。「典型的な都市国家を，商業を行なう存在として提えても ，また西洋

世界の歴史において，したが って，いまや全世界の歴史において，中心的かつ

決定的な重要性をもつ組織として捉えても ，われわれはまず道を誤まることは
　　　　　１１）
ないであろう」。 ヨーロッパ文明が都市国家の局面を通過したという事実は ，

ヨーロッバの歴史とアジアの歴史の相違を解く鍵である。この相違は「主とし

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１）
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て地理的な理由による」。「商人経済」が発展するためには，整然とした法律制

度が必要である。ヒックスがいうには，「西洋の影響を受ける前の東アジアの

法体系が，商人の必要とするものに非常に容易に適応したことがあ ったと思わ
　１２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 、
ない」。中国では明朝（１５世紀）の初期に対外商業の拡張があ った。日本では ，

１７世紀徳川政権下で著しい国内商業の発展があ った。「１７世紀の大阪商人達は ，

たとえば，先物市場の確立のように，もっとも手のこんだ商取引を発展させる

ことさえできたのである。かれらは明らかにその国の政治的諸制度の助けをほ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
とんど借りずにそれをなし遂げたに違いない」。

　ヒックスは，「商人径済」は，第一局面，第二局面（中期の局面），近代的局

面へと発展するものと理解している。第一局面の特徴は，商人共同体が，政治
　　　　　　　１４）
的権威から逃避し，その周辺部分が実質的に非商業的であるなかで構築された

ということである。中世の第二局面ては，この非商業的部分に市場の力が浸透

していく 。商業活動のセンター は， 国家の保護によっ て存続していくが，政治
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
的権威は「商人経済」を統制するほど強力なものでなかった。近代の局面では ，

政治的権威は，「商人経済」に対する支配はきわめて容易にな った。そして ，

交換経済が支配的にな ったｒ近代の局面」において ，ソ連型の中央集権的計画

経済のような新しい型の非市場経済が出現した 。

　（２）Ｋ．ポランニーの所説

　交換とは，市場制度論的には，憤習，行政，法によって，または，市場制度

それ自体によっ て決められる交換比率によっ て， 交換参加者相互の間に財が移
　　　　　　　　　１６）
動することを意味する。したかって，理論経済学でいう価格形成市場ではない 。

ポラソニー によれは，市場とは，市場諸要素（ｍａ・ｋ・ｔ　ｅｌｅｍｅｎｔ・）の連結体

（・ｏｎｊｍ・ｔ１ｏｎ）なのである。市場の諸要素とは，場所，供給する人（・ｕｐｐ１ｙ

・・０ｗｄ），需要する人（ｄ・ｍ・ｎｄ ・・０ｗｄ），習慣または法（・ｕ・ｔｏｍ　ｏ・１０ｗ），単一価

格（ｏｎ・ｐ・１・・）である。ハサ ールでは，どの財においても複数の価格かあり ，

組織がしっ かりしていて競争が排除されているという点で，近代的市場とは異
　１７）

なる。西 ヨーロソバに価格形成市場という自己調整 ！ステムか展開したのは ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（１２）
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野）　　　　　１３

東地中海の穀物の分配を容易にするメカニズムとして，市場がはじめて目に見
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
える形で出現してから２０００年ほどの後であ った 。

　市場経済とは，市場によっ てのみ制御され，規制され，方向づけられる経済

システムであり ，財の生産と分配の秩序はこの自己調整メカニズムにゆだねら

れる。「自己調整」とは，０市場において販売のための生産がおこなわれる ，

　すべての所得はこうした販売から生じる，ということである 。

　市場経済が生じる前提は ，

　０　経済主体は最大の貨幣利潤を実現するように行動するのだという期待 。

　（２）ある一定の価格て，財 ・サーヒスの供給と需要とか丁度等しくなるよう

な市場を前提にしている 。

　　　購買力として機能する貨幣の存在 。

　¢　財の生産，交換，分配，消費は価格に依存している 。

　（５）本来，普通の生産物のように生産されず，市場にまかされない労働，土

地そして貨幣が商品化され，労働市場，土地市場，貨幣市場が形成される 。

　　　市場の形成を阻止するものがあってはならず，望ましい政策は，市場を

径済領域における唯一の組織力にするような条件をつくり出して，市場の自己

調整を保障することを助けること 。

　の　価格，需要，供給が固定されたり ，統制されたりしてはならない，こと

である 。

　ポランニー によると ，財の取引には，対外取引（対外市場），局地市場，国内

市場の三種類がある。これらのタイプの取引は，経済的機能のみならず，その

起源を異にする 。

　＜対外取引の起源＞

　市場の真の出発点は，遠隔地取引である。財の地理的偏在が遠隔地取引をひ

きおこし，分業は，この財の偏在から発生する。「分業は，性別，地理，個人

的才能という諸事実に内在する差異から生ずるものであり ，言われるような ，

バーター・ 取引 ・文換という人間の性向などはまっ たくもっ て疑わしいもので
　１９）
ある」。 これは，市場と分業にかんするアダム ・スミス説に対する批判である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１３）
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「もうけ仕事に対する未開人の偏愛というアタム ・スミスの仮説の基礎にあ っ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
た， ある種の１９世紀的偏見を，捨てなげればならない」 。

　対外取引は局地市場や国内市場とはまっ たく異なる現象であり ，その機能と

起源を異にする。それは交換というより冒険，探検，狩猟，海賊行為，そして

戦争などによる財の獲得である。平和的交易の場合でも ，上述したように，財

の地理的偏在が，遠方からの財の獲得という行為をもたらす。これが遠隔地取

引の真の出発点である。ポルトガルのブドウ酒に対するイギリスの羊毛の交換

のごとく ，ある地域には何らかの財はあるが，他の地域には無いような場合 ，

対外取引が発生する 。

　＜局地的取引の起源＞

　この市場の起源は明確ではない。その地域で取引されるのは，重すぎたり ，

嵩ばったり ，腐りやすかったり ，輸送に耐えられない財にかぎられる。都市と

農村の局地的交換は競争をともなわない取引である。局地市場には，この市場

活動に対する妨害から守る安全装置がはめこまれており ，市場機能は狭い範囲

に限定されていた。生産は生産者の要求に応じて調整され，これにより生産は

引き合う水準に制限された。典型的な中世都市は統制可能な局地的市場であ っ

た。

　＜国内市場の起源＞

　国内市場は本来競争的てある。全国取引の出現によっ て競争は　般原理とな

る。 遠隔地取引と局地的市場から国内市場へと発展しない 。

　広く受け入れられている正統的な仮定は，国内市場の起源を次のように説明

している 。

　交易という個別的行為が与えられると ，それが時の経過とともにやがて局地

的市場の発展に導き，そして，そのような市場が一度存在するようになると ，

まっ たく自然な形で，全国市場としての国内市場の確立に導くであろう ，と 。

　ポラソニーがいうには，個別的交換行為は国内市場の確立に導かず，この仮

定は事実と相容れない 。

　西 ヨーロッパにおげる国内取引は実際には国家の干渉によっ て創出された 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１４）
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産事革命の時期まで，全国取引と映ったものは，全国的なものでなく ，自治都

市の取引だ った。近隣取引と遠隔地取引は厳しく分類されており ，組織された

都市区域に限定され，どちらもむやみに農村に侵入することは許されなかった 。

　（３）Ｒ．セルツキーの所説

　「プラハの春」の試みがソ 連を中心とするワルシャワ 条約機構軍の介入によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
って踏みにじられたため，祖国を離れた，セルッ キーの所説を簡単に紹介，検

討しておこう 。正統派マルクス経済学者のみならず，ラジカル ・エコノミスト ，

人道主義的なマルクス経済学者，広義の反体制派と称せられる人 々は，反市場

的センチメントを根強く持っている。セルッ キーはこれを反市場的偏見だとい

っている。異端のマルクス経済学者セルッ キー は， このような経済学者と異な

って，単なる反市場的セソチメソトの持主ではない。彼の関心は，杜会主義に

おげる自由の問題てある。何故なら，既存の杜会主義国ては，人 々の自由は ，

実際上，資本主義国より驚くべきほど制約されているからである。資本主義国

の中て，最も自由を享受している普通の人 々か，もし既存の杜会主義国て生活

することになれぼ，その自由度は，おそらく耐え難いものであろう 。

　セルッ キーの関心は，マルクス主義におげる自由の問題であり ，市場と自由

との構造的連関の問題である。彼は，前述したカール ・ポラノニーとマネタリ

ストて新自由主義哲学の主張者てあるミルト：■ ・フリートマ：／の，市場と自由

との構造的連関に関説しなから，市場の概念や市場の起源について，真正面か

ら言及し，興味ある視点を提供している 。

　私は，市場 メカニズムは，その国の置かれた文化 ・杜会構造によっ てその機

能と帰結は異なると思うし，また，同質の文化　杜会構造と同質の先進資本主

義国という経済構造を前提にしても ，市場 メカニ ズム を全幅的に信頼するほど

楽観主義者てもない。土地市場を自由競争にまかせておいたために日本の都市

は目茶苦茶な後進国的状態を生みだしてしまっ たし，大学でも ，すく役立つ実

用的な実学的な部門には資金は容別こ投入されるか，日本の将来の学問を飛躍

的に発展させるかもしれない基礎学（独創的な成果をあげるのか最も困難な部門）

　　　　　　　　　　　　　　　　（１５）
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のような利潤のあがらない部門には資金は流れないということなどは市場 メカ

ニスムの短所である。市場メカニスムは二つの側面を持っている。積極面は ，

競争によっ て資源を効率的に利用していく ，消極面は，市場合理性の結果に傷

つき易い人々を生むこと ，人間の中にある高貴なものや公共心などを腐蝕させ

ていくことなどである。だからといって市場におげる価格 メカニ ズム を否定し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
た非市場的杜会主義の計画経済に対してもまっ たく失望している。ハイエクが

いうように，ソ連型の中央集権的計画経済の根本的な欠陥はすへての情報か ，

人間の理性によっ て中央計画当局に集めることか出来るという誤った前提にあ

るということも出来よう 。また，全国民が公共の福祉のために私心のない献身

を行なう力を身につけないかぎり ，生産手段の公有は人類の活力を殺し経済進

歩をとめてしまうというマーシャルの指摘も ，杜会主義計画経済の根幹にふれ
　　　　　２３）
る問題である 。

　セルッ キー は， マルクス主義的市場概念を彼流につぎの八つの命題に整理し

ている 。

　０　市場は，杜会的分業と自律的生産者と希少性との産物である 。

　　　市場は，生産要素を配分し，経済過程を組織し，そして交換を制御する 。

　　　市場は，私的（具体的）労働と杜会的（抽象的）労働とのあいだの矛盾を

　　恒常的に解決する 。

　＠　市場は，生産と消費とのあいだの媒介環であると同時に，フィードバッ

　　クでもある 。

　（５）市場は，生産費を比較するための，価格 メカニスムによる客観的基準を

　　つくりだす 。

　　　市場は，経済活動の担い手のあいだの水平的タイブの経済関係に基礎を

　　おく 。

　の　市場は，自然発生的に作動し，内在的目的を一切もたず，そして経済的

　　つり合いを事後的に制御する 。

　ゆ　市場の四つの欠陥は，市場が，杜会的計画と結合されるぱあいにだけ ，

　　廃止することができる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１６）
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　セルッ キーがあげている市場の四つの欠陥は ，

　０　経済不均衡が経済恐慌をひきおこす 。

　　　杜会的不平等を増大させ，共同体の不安定を撹乱する 。

　　　利潤を生んだり ，生産者に有利であ ったりする経済活動だけしか，市場

　　が奨励しないということである 。

　¢　独占の成立か不可避てある 。

　であるが，（５）として，疎外された労働（生産者は交換価値だけに関心を持つ）を

つけ加えるべきであろう 。

　資本主義市場と市場　般とは異なるか，資本主義は市場から発生してくると

考えたマノレクスの資本主義批判は市場批判であ った。何故なら資本主義では ，

市場か経済の　般的制御装置となり ，市場関係か杜会全体まで広かる。だから ，

マルクスによれぼ，上記の市場の五つの欠陥を除去して，真の人間的な杜会を

つくるためには，市場を廃止しなけれぼならない。市場を廃止するとは，市場

の前提条件である杜会的分業，希少性，生産者の自律性を除去するということ

である 。

　マルクスによれぼ，市場は杜会的分業の発展とともに発生した。市場は生産

手段の私的所有の産物でもなけれぼ，資本主義の産物でもない 。

　市場廃絶論のマルクスの誤まりは，分業と希少性が死減する時，商品生産も

消滅するであろうか，それにもかかわらず，生産者の人格的平等及ひ自由の基

礎である生産者の自律的地位が維持されるであろうと考えた点である。マルク

スは，市場廃止が，人間の人格的独立性の物質的基礎をも破壊してしまうこと

を認識することができなか った。市場を除去する如何なる試みも ，生産者の独

立的地位の廃止にならざるを得ない。また，私有財産制度の廃止だけで，分業

も希少性もなくすことはできない 。

　市場の核心は交換である。交換は，契約にもとづき，自発的合意を前提とし ，

その本質は，平等と等価である。交換の担い手は，私利私益のために行動する

権利をもたなけれぼならない。それ故，上位の権威からも ，人格的に自由でな

けれぼならない。したが って，市場とは，自律的生産者間の交換である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１７）



　１８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３７巻 ・第１号）

　市場杜会主義は，市場を廃絶しないで，人格の独立，自由，平等という市場

の積極面を土台にした杜会主義である。非市場杜会主義＝計画経済は，市場の

廃止によっ て， 人間の「物象的依存性」を克服できるが，人格的独立性の基礎

を同時に破壊してしまう 。市場杜会主義では「物象的依存性」かどうしてもの

こる，とセルソ キーは述へている。ここでは，この問題にはこれ以上立入らな

い。

　　１）Ｓｅ１ｕｃｋｙ〔３２〕ＰＰ９～１４邦訳ＰＰ１５～２２

　　２）松本厚治〔３３〕は，日本の杜会経済体制は西欧のそれとも ，勿論，杜会主義経

　　　済体制ともちがう独自のものであると興味ある分析を明示していることを指摘し

　　　ておこう 。

３）Ｈｌｃｋｓ〔３１〕邦訳ＰＰ３９～４０

４）Ｈ１ｃｋｓ〔３１〕邦訳Ｐ１

５）Ｈ１ｃｋｓ〔３１〕邦訳Ｐ２

６）Ｈ１ｃｋｓ〔３１〕邦訳Ｐ９

７）Ｈ１ｃｋｓ〔３１〕邦訳Ｐ１５３

８）Ｈ１ｃｋｓ〔３１〕邦訳Ｐ５４

９）Ｈ１ｃｋｓ〔３１〕邦訳Ｐ４７

１０）Ｈ１ｃｋｓ〔３１〕邦訳Ｐ６０

１１）Ｈ１ｃｋｓ〔３１〕邦訳Ｐ６１

１２）Ｈｌｃｋｓ〔３１〕邦訳Ｐ５９

１３）Ｈ１ｃｋｓ〔３１〕邦訳Ｐ５９

１４）Ｈ１ｃｋｓ〔３１〕邦訳Ｐ１４６

１５）Ｈ１ｃｋｓ〔３１〕邦訳Ｐ１４６

１６）Ｐｏｌａｎｙｉ〔６〕Ｐ．１２５．邦訳Ｐ．２３２

１７）Ｐｏｌａｎｙｉ〔６〕Ｐ．１３５．邦訳Ｐ．２４６

１８）Ｐｏ１ａｎｙｉ〔６〕Ｐ．１２４．邦訳Ｐ．２３０

１９）Ｐｏｌａｎｙｉ〔５〕邦訳Ｐ．５８

２０）Ｐｏ１ａｎｙｉ〔５〕邦訳Ｐ．５９

２１）Ｓｅ１ｕｃｋチ〔３２〕の訳老あとがきによる 。

２２）既存の杜会主義体制は，後発国の経済発展の一つのタイプとしてみると ，ある

　一定期間の良好な経済的成果からみて，中央集権の杜会主義計画経済は合理的な

　：■ステムとみなすことができる。なまじっ か， 杜会主義経済の優位とか人間解放

　のシステムだとかいわれると，現実があまりにも「話しにならない」ので，人 々

　をして唖然とさせ，あるいは憤激させ，あるいは失望させるのである 。
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　　多くのマルクス経済学者やマルクス主義者は資本主義経済の危機については多

　　く語るが，既存の杜会主義や計画経済の危機や信じがたいような大きな否定的側

　面，そして機能障害などについて非公式に話すことはあ っても ，公式には政治的
　意図からか黙して議論せず，公然と言及することを避けているように思われる 。

　既存の杜会主義ではマルクスやレーニンの人間解放の精神が真に実現されていな

　いとよくいわれる。だとすれば，何故，現段階においてマルクスやレーニンの精

　神が実現できないのかを具体的に分析し説明することが杜会科学者の責務であろ

　う 。１ＯＯ年，否５００年ほどしたらよくなるというのはこれは遁辞である。専門領域

　の如何にかかわらずマルクス理論のパラダイムで研究している者は，この問題に

　ついてはもっと思想上理論上の責任をもつべきでないだろうか。いくらマルクス

　などの真意がその萌芽においてすら具体化していないからとい って，マルクスや

　レーニンの理論に責任がないといえるだろうか。マルクス主義の理論にもとづい

　てやったことが信じ難いような杜会主義の玩実にた ってしまっ たのではないか 。

　マルクスやレーニンの理論の核心部分に重大な基本的な欠陥があるのではないか 。

２３）杜会主義の根幹は人間観の問題であるから，Ｄ．ヒュームの『人性論』で論議

　されているような「人間の本性」についての哲学上の議論をどうしてもぬかすこ

　とは出来ない。このヒュームの議論については猪木武徳〔３〕第一章　市場の秩

　序　が参考になる。また，東洋における「人間の本性」についての研究の一端とし

　てＮｅｅｄｈａｍ〔２８〕の第九章　儒家と儒教　も見逃すことのできない文献である 。

１　準市場経済（ｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔ　ｅｃｏｎｏｍｙ）の輪郭

　経済学は杜会科学のなかでもっとも自足的な科学であると信じられているから
，

経済学者に非経済的な問題を語るなどは変則だ，というように思われるかもしれな

い。 われわれはそういう信念をうちこわし，経済学は，他の杜会科学が経済学にた

よらなくてはやっていけないのと同様に，理論的水準でも ，経験的水準でもともに ，

他の杜会科学にたよらなくてはやっていけないのだ 。

　　　　　　　　　　　　Ｔ・パーソンズ，Ｎ
．Ｊ

．スメルサー［経済と杜会』

　自由派論者の言に日く ，凡そ百種の物産，百科の工業，皆其宜しき所あり ，諸国

各々 其宜しき所を勉めて，有無互に相交換すれば，其物美にして価廉なるを得と 。

又日く ，保護税は皆物価を貴とくするの弊あり ，強て保護を加へて不廉の物を造出

　　　　　　　　　　　　　　　（１９）



２０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３７巻 ・第１号）

　せんよりは，交換を自由にして，百貨皆其至廉の地に就て買ふに若かすと 。此両説

　の非なるは，既に反覆詳論するか如くなれとも ，尚ほ一言すべきことあり…… 人と

　国とに貴とふ所の者は，必ずしも其現在の富饒にあらずして，其富饒を致すの本に

　在り 。本とは何そや。自から其物を造出するの力なり 。現在の富大なりと雄も之を

　造出する力なけれぱ，一失して又生すへからす。現在の富大ならすと雄とも ，之を

　致すの力内に実にすれば，漸やく積て至大を極むへし。是故に今日価梢々賎しき者

　を買ふは，他日自から価賎しき者を造出するの力を養ふに若かす 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大島貞益『情勢論』

　（１）明治維新以後１２０年の日本の工業化と経済発展

　　　　　何故日本の経験を問題にするのか

　日本経済の分析に接近する方法には，計量経済学の手法によるもの，『経済

白書』式の現状の記述と日本経済の当面する課題といったようなアプ ローチの

もの，最近はあまり聞かれなくなったが，かつて講座派マルクス経済学で好ま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
れていた山田盛太郎丁目本資本主義分析』（昭和９年）のようなものかある。そ

して，前二者が，しょっ ちゅう目に触れるものである 。

　われわれの目本経済への関心と視座は以上のいずれでもない。われわれは ，

経済発展論や開発経済学の視点から，明治以後１２０年の目本の経済発展の歴史

的経験に大層執着している。Ｗ．Ｗ．Ｌｏｃｋｗｏｏｄが，１９５４年に書いたＴｈｅ　Ｅｃｏ －

ｎｏｍ１ｃ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｊａｐａｎ　Ｇｒｏｗｔｈ　ａｎｄ　Ｓ位ｕｃｔ皿ａ１Ｃｈａｎｇｅ１８６８－１９３８

は， このような視座をすでにもっていた。従来，伝統的に有力な地位を占めた

マルクス学派流の現状分析や史的分析に反発するものとして，数量的分析手法

を対置するのはよく理解できるのであるが，数量分析のみをその手法とする南
　　　　　　　　　　　　２）
亮進氏の『日本の経済発展』（東洋経済新報杜，昭和５６年）は，無い物ねだりかも

しれないが，何か大切なものが欠落しているようで物足りなさを感じるのであ

る。 思うに，その大切なものとは，透徹した独自の歴史観なり ，歴史哲学であ

ろう 。数量分析はどうしても可視的なものだけをとりあげざるを得ないという

限界を持つ。近代経済学の立場で，定性分析を土台に，均整のとれた定量分析

（２０）
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ｍａｒｋｅｔ　ｅｃｏｎｏｍｙ）と市場経済（小野）　　　　　 ２１

と定性分析が必要であろう 。

　従来の世界経済史の歴史的径験に徴していえば，工業化と経済発展に成功し

た国は，西欧圏のキリスト教文化圏の国 々ばかりであ ったが，欧米と異なる文

化・ 杜会構造を持った日本が，非西欧圏ではじめて工業化に成功し，欧米先進

工業諸国に追い付き，経済のある部分では，追い越してしまっ た。 このことは ，

やはり率直に評価しておくへきてある。しかし，誰もか認めるように，日本経

済は多くの負の側面をもっ ている。そのうちの最たるものの一つは，都市の環

境， 土地 ・住宅問題である。都市の居庄，土地をめく“る環境は一層悪化し堪え

難い水準にまで達していることも事実であ って，この側面ては決して先進国と

　　　　　　　　　３）
はいえるものではない。否，後進国である 。

　現在台湾や韓国なとのアノァＮＩＣｓの顕著な経済的成果に寅際的な注目か

　　　　　４）
集まっ ており ，完全なる先進諸国の仲間入りは，時間の問題にな ってきたよう

に思われる。ここで是非注目すべきことは，韓国や台湾などは，日本の工業化

の論理と方式が同じであるということである。問題は中国がどうなるかである 。

中国は輸入代替工業化政策から日本やア！アＮＩＥＳの輸出志向型経済に転換

　　　　　　５）
したといわれる。この問題は後で詳細に言及するけれど，ここで一言だげ付言

しておこう 。かつての日本やアノァＮＩＥＳは決して輸入代替工業政策を放棄

しなかった事実のみを指摘しておく 。もし，中国が輸入代替工業政策を否定し

たとすれぼそれは大きな政策上の誤りである 。

　先進工業諸国の中て，欧米諸国と日本の相違は，地理上，歴史上の相違のみ

ならず，文化 ・思想圏の相違である。欧米先進諸国はｒユダヤ，ギリシヤ ・ロ

ーマの伝統を共有する」（ロ ナルド ・Ｐ ・ドーア）文化圏であるが，日本は，「地

中海起源の文化とほとんど関係がない」（ドーア）儒教文化圏に属する。勿論 ，

仏教文化圏ということもできる。しかしながら，われわれが関心を持っている

のは，経済発展と文化構造との関係である。仏教は，経済発展の阻害要因にな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
っても促進要因にはならなかったように思われる。日本とアジァＮＩＥＳの文

化的共通面は何か。それは，儒教文化圏ということである。韓国や台湾などの

急速な経済成長の現実をみる時，儒教文化が大きな影響を与えたのではないの

　　　　　　　　　　　　　　　　（２１）



　２２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３７巻 ・第１号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
かという仮説を定立してもよいのではないかと考える。民主主義の最大の欠陥

の一つは，杜会において平均値に重きが置かれ過ぎ，几庸が支配的傾向になる

こと ，人々の嫉妬，劣等感，能力や努力不足，怠惰などを覆い隠す手段として

民主主義が利用されたりすることだといわれている。民主主義がメリヅトとテ

メリットを持っているのと同様に儒教も メリットとデメリットを持っている 。

とくに，東アソアの後発国が，工業化を進める時，工場や企業の組織に不可欠

な労働のｄ１ｓｃ１ｐ１ｍｅの要素は，儒教精神によっ て培養された，そして，され

ることに注目しておこう 。明治以後の目本か工業化に成功した最重要な要因の

一つは，指導階級における武士は食わねど高楊枝式の禁欲の精神と農民を中心

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）とした被指導階級の高い勤労の精神、一言でいえば，儒教の理念であ った。開

発経済学において復活した新古典派経済学は毛嫌いしているようだか，俸い経

済史家Ａ ・ガーシ ェンクロンがいうように，後発国の工業化には，工業化の
　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
理念やイデオ ロギーが必要なのである。韓国，台湾などのアジァＮＩＥＳを見

よ。

　いずれにしろ，日本やアジァＮＩＣｓの経済発展と儒教との関係について目

本の経済学界でも真剣にとりあげられる気配がでてきたようであることは経済

学者の間で学問的孤独を託っていた私にとっ ては喜ばしいことである 。

　（２）後発国工業化論に対する三種類のアプローチ

　　　　　非西欧圏の後発国の経済発展理論は未成熟である

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）　Ａ　Ｇｅｒｓｃｈｅｎｋｒｏｎ やＲＰ　Ｄｏｒｅ は， 後発国の後発的な発展条件の特徴を述

へる中で，後発国が経済を発展させる時，「後発効果」（１・ｔ・ ｄ・ｖ・ｌｏｐｍ・ｎｔ・ｆｆ・・ｔ）

と呼はれる便益を受けることを理論化している。後発国は自力で産業技術をつ

くりだす必要はなく ，先進国の最先端の技術を一挙に大規模に移植する可能性

があるということである。もし，この移植に成功すれぱ，後進国の直面する産

業化による「偉大な将来」と現実の障害との緊張を克服することができる。先

進国から技術の導入のみならず，資本の輸入が容易になる，設備の更新に保守

的な先進国より有利ということも後発効果に入れてよいであろう
。

　　　　　　　　　　　　　　　　（２２）



　　　　　　準市場経済（ｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔ　ｅｃｏｎｏｍｙ）と市場経済（小野）　　　　　２３

　世界市場の分割が完了している条件の下では，後発資本主義のとりうる唯一

の路線は，資本の原始的蓄積の過程にならざるを得ず，強力な統一国家の形成

による国内農民の搾取を不可避とする，という見解かある。これは，海外市場

からは何らの便益も期待されないということ ，農業所得の上昇がないかぎり ，

原理的には工業化カミ成立しないとすれぽ，この理論から後発国の経済発展の可

能性は閉ざされてしまう 。後発的発展の大きな不利な特徴は，政治 ・経済にお

げる国際的デモストレーショソ効果というべきものである。海外市場で競争力

がないため，交易条件も不利で，資本，技術，教育等のストックの大きい先進

国と競争しなけれぼならない後発国が，径済成長を実現し，工業化を達成しよ

うとする際に二つの問題に直面する。一つは，先進国からの影響で国民の消費

欲求が過度に掻き立てられ，下手をすると ，生産活動ぬきの経済発展というこ

とになり ，これは，早晩行き詰まらざるを得ない。欧米先進国からのメリット

とテメリソトをもっ た民主主義思想の普及により ，バイを大きくする前に，所

得と富の分配を公正にするようにという性急な要求，労働組合，選挙権，人権 ，

福祉などの後発国の実力を無視した過度の政治的要求など，政治上でも先進諸

国の政治制度と競合せざるを得ない。後発国発展のために，以上のようなデモ

効果に対処するための一つの措置あるいは反動として，権威主義的国家ないし

は開発独裁が，後発国の経済発展の一つの段階あるいは局面として存在する 。

後進副ことっ て， 過度の政治的要求を受げいれるなら，ただでさえ脆弱な国民

的統一の基盤か破壊されてしまうてあろう 。国民的統一は経済発展にとっ て必

要にして十分条件なのである。開発独裁を批判し非難することは容易であり簡

単であるが，われわれは，以上のような止むを得ない開発独裁の選択の背景を

価値判断は一応別にして，理解しておく必要があろう 。

　後発国工業化には三種類のアプ ローチがある 。

　０　発展段階説

　　　多くのマルクス経済学者や径済史家，そして多くの新古典派の開発経済

　　学者は，遅れて出発した後発国は欧米の先進国と同じ コースとパターン を

　　辿って工業化や経済成長が進むという理論を支持している。反マルクス派

　　　　　　　　　　　　　　　　（２３）



　２４　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３７巻 ・第１号）

　　では，回ストウ（Ｗ．Ｗ．Ｒｏｓｔｏｗ）のすべての杜会や国は，１．伝統杜会，２ ．

　　離陸のための先行条件，３離陸（ｔａｋｅ　Ｏｆｆ），４成熟への前進，５　高度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
　　大衆消費時代，の各ステーソを経るという経済成長段階説も単系的経済発

　　展理論である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
　　　Ａ　Ｇｅｒｓｃｈｅｎｋｒｏｎの後発国工業化理論

　　　後発国が工業化を進める時，圧倒的な競争力を持つ先進工業諸国との競

　　争にたえず晒されるので，銀行が先導したり（ドイツ ，フランスなど），ロ

　　 シアなどの国家が主導したりした工業化にならざるを得ず，したがって ，

　　工業化のパターンにおいて先進国と後進国とは異なる 。

　　　杜会経済学 ・文化論的アブ ローチ

　　　暫定的にこう呼んでおこう 。これがわれわれというより私の立場である 。

　　　 これは，Ｇｅｒｓｃｈｅｎｋｒｏｎモデルのｃｏｒｏ１１ａｒｙと位置つけてよいかもしれ

　　ないし，また，まっ たく別のものとして考えることもできよう 。

　より遅れて出発する後発国は経済発展をおこなうためには，銀行とか国家の

積極的な力を借りなげればならないというのが，１９世紀のヨーロッパの工業史

の経験から抽出されたＧｅｒｓｃｈｅｎｋｒｏｎ 理論であるが，銀行や国家の介入は ，

工業化にとっ ての必要条件であ っても ，十分条件ではない。今日の低開発国の

工業化において，その国の文化 ・杜会構造によっては，一定の刺激が与えられ

ると経済成長が促進したりし，また，反応しなかったり ，停滞，挫折したりも

する。これがわれわれというより私のアプ ローチで，目下検討中の議論である 。

　非西欧圏の後発国の経済発展理論は未成熟である。工業化のパターンにおい

て西欧圏と非西欧圏とは異なる。新古典派経済学の開発経済学や経済発展論の

諸概念は，西欧先進諸国，とくにアング ロサクソン諸国の経験や事例から抽象

されたものであり ，非西欧圏の発展途上諸国の工業化問題に適用するには，大

きな溝がある。何故なら，目本を含む非西欧圏の後発国の工業化は，異質な西

欧文化や産業文明を受容しそれに適応していくことから開始される 。

　Ａ　Ｇｅｒｓｃｈｅｎｋｒｏｎ は， 資源の希少性，制度上の欠陥など，後発国が直面し

ている問題は，先発国が直面している問題と同一ではないとして，後発国は自

　　　　　　　　　　　　　　　　（２４）



　　　　　　　奉市場経済（ｑｕａｓｉ－
ｍａｒｋｅｔ　ｅｃｏｎｏｍｙ）と市場経済（小野）　　　　　 ２５

力て技術をつくりだす必要はなく ，先進国の最先端技術を一挙に移植すること

に成功すれば，後発国の直面している困難を克服できるとした。その成功例が

ドイツの工業化である。しかし，この後発国の「借用技術」の利用は，１９世紀

ヨーロッパの工業化の経験から割り出した理論であるという限界をもつ。現在

の低開発国諸国か，欧米や日本の最先端技術を一挙に導入することは不可能て

ある。最先端技術をささえる裾野の広い技術が欠落しているからである 。

　先進諸国かかつて直面した工業化の問題と今日の発展途上諸国のそれとは異

なっ ていると ，新従属学派などはいう 。その通りである。にもかかわらず，Ｇ

ＦｒａｎｋやＩ　Ｗａ１ｌｅｒｓｔｅｍなとの従属理論や世界 ！ステム論の最大の欠陥は ，

今日の後発国の工業化の可能性を展開しうる積極的な理論装置が内蔵されてい

ないことである。これらの理論は，先進国との従属を断ち切り ，おそらく ，杜

会主義杜会になれぼ低開発国の工業化が解決できると考えているのであろう 。

しかしなから ，１９４９年，世界資本主義体制から絶縁した新中国か，何故，工業

化が思うように進まなかったのかＰを，従属論や世界システム論はどのように

説明するのか 。

　現代の経済成長理論ては，経済成長の推進力は，資本蓄積と有効需要てある 。

それ故，経済成長率を速くするためには，高い資本蓄積率を維持し大きい有効

需要を喚起すれぼよい 。

　問題は，低開発諸国や発展途上諸国て，以上のような理論経済学ですてに明

白にな っていることが何故，実現されないのか 。

　現代経済学の経済成長モデルでは，経済杜会の年々の経済活動は資本蓄積と

生産性の上昇として把握され，これが，また，翌年の経済活動の可能性を拡大

するものと想定されている 。

　　　　　　　　　　　　　　１３フ
　しかしながら，このモデルでは，つぎの二つのことが説明できない 。

　第一に，この理論モデルでは，経済を発展させるためには如何なる要素が最

も重要であるのか，もし，その要素が発見されるならば，その最も重要な要素

をどのようにして供給したらよいか，資源を効率よく使用する最良の経済組織

の形態は如何なるものか，といった開発経済学（Ｄｅｖｅ１０ｐｍｅｎｔ　ＥｃＯｎＯｍ１・ｓ）の論

　　　　　　　　　　　　　　　　（２５）



　２６　　　　　　　　　　　立命館径済学（第３７巻 ・第１号）

争点になる問題に答えることかできない。発展途上国の最大の関心事は，どの

ようにすれば，高い資本蓄積率と生産性を向上させることができるのかという

ことに答えてくれる経済理論や杜会科学の理論である 。

　現代経済学の成長や発展の主要な理論は，先進工業諸国の資本蓄積や生産性

向上の過程を理論化，抽象化している限りでは，Ａ
．Ｐ．Ｔｈｉｒｌｗａ１１のいうように

　　　　　　　　　　１４）
現実と理論の分離はないといってよいであろう 。

　第二に，経済は，自然環境や杜会から独立して，年々自己増殖していくもの

と想定されている。マルクス主義再生産モテルも同様である。資本蓄積や生産

性向上がどのように自然環境を変化させ，この変化が翌年の経済活動をどのよ
　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
うに方向づけるのかという分析がない 。

　矢野暢氏のいう「杜会の分節性」といった問題が，経済学の問題にならない 。

「杜会の分節性」とはどういうことか。「ひとつの杜会が，お互にまっ たく無関

　　　　　　　 セグメント　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
係ないくつかの分節からなりたっている状態をいう」。その特徴は，農民たち

をつつみ込むものとしての「国家」の観念をもたないので，首都とそれ以外と

は心理的にも互いに分節化している，国王と王族，家臣官僚，大多数の農民層

といった三層は相互に流動性を欠いたまま分節化している。この分節化は階層

分化というなまやさしいものではない。各分節は独自の文化的宇宙を形成して
　１７）

いる 。

　新古典派であれ，マルクス派であれ，低開発諸国で工業化が進展すればする

ほど，経済システムとしての市場 メカニ ズムが杜会 ・政治 ・文化システムから

分離 ・独立して，「杜会の分節性」といった事柄は問題にならない 。

　（３）「準市場経済」の輪郭

　　　　　日本，韓国，台湾そして中国などを射程距離にいれて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
　「準市場経済（ｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔ　ｅｃｏｎｏｍｙ）の経済学」を定立するためには，「準

市場経済」の概念を明示しておかなげればならない 。

　私は，１９８５年１２月号の［立命館経済学』に書いた論文「日本の経済発展過程

の理論化をめくる方法的諸問題」において，目本の経済発展史の理解には，新

　　　　　　　　　　　　　　　　（２６）



　　　　　　奉市場経済（ｑｕａｓｉ－
ｍａｒｋｅｔ　ｅｃｏｎｏｍｙ）と市場経済（小野）　　　　　 ２７

古典派経済学よりリトス経済学が重要であることを示竣するつもりで，つぎの

ように述べておいた。「明治維新以後，日本資本主義の経済発展過程の底に陰

に陽に流れており ，経済発展を支えてきた工一トスは，ナショ ナリズムであ っ

た。 明治以来，日本資本主義が大目漂にして一貫して追求してきたことは，欧

米先進諸国にキ ャッ チ・ アッ プすることであり ，これは，ナシ ョナリズムの具

体的表現であ った。もし，このナノヨ ナリスムに基礎を置いたキャソ チ・ アソ

プ思想の淵源をたずねるとすれば，経済学史的には，ドイッ歴史学派のＦ ・リ

ストに求めることができよう」（小野進〔２３〕ｐｐ・８４－８５）。 最近，日本，韓国 ，

台湾，中国などの後発国の成功せる工業化現象は，基礎的テー ゼとしてリスト

の政治経済学（Ｌｌ・ｔ１・ｎ　ｐｏ１１ｔｌ・・１…ｎ・ｍｙ）によっ て第一義的に理解できるとい

う私にとっ て興味をそそるＧｏｒｄｏｎ　Ｗｈ１ｔｅ（Ｆ・ｌ１ｏｗ，Ｉｎ・ｔ１ｔ・ｔｅ　ｏｆ　Ｄ・・ｅ１ｏｐｍ・・ｔ

Ｓｔｕｄ１ｅ・，Ｕｍｖｅｒ・１ｔｙＯｆＳｕｓｓｅｘ）編集の『東アノアにおげる発展国家』

（Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔａ１Ｓｔａｔｅｓ　ｍ　Ｅａｓｔ　Ａｓ１ａ　ｅｄ１ｔｅｄ　ｂｙ　Ｇｏｒｄｏｎ　Ｗｈ１ｔｅ，Ｍａｃｍ１１ａｎ　Ｐｒｅｓｓ ，

１９８８）が出版された。本書は，少なくともアソグ ロサクソソ経済学の文派にお

いて，長い間，埋れていたＦ ・リストの政治経済学を再評価するという視点を

打ち出している。確かに，リストの政治経済学は，「今日にいたるまで未彫琢
　　　　　　　　　　　　　　１９）（ｕｎｅ１ａｂｏ・ａｔｅｄ）のまま残されている」

。

　過去３０年間低開発経済のアナリストや政策決定者は，国家を，明示的にしろ

黙示的にしろ，国内構造固有の主要な障害や植民地の遺産を克服する第一義的

な道具とみなしていた 。

　１９６０年代の後半まで，旧植民地の潜在的な経済発展については強い楽観主義

か支配していた。１９６０年代の顕著な特徴は ，権威主義（ａｕｔｈｏ・１ｔａ・１ａｍ・ｍ），買収

や汚職，腐敗，非効率的な計画，失望するような杜会経済的成果，国際的従属

などであるが，このことが，発展の国家統制主義的概念（・ｔ・ｔｉ・ｔ・０ｎ・・ｐｔｉＯｎ・）

　　　　　２０）
を掘り崩した 。

　１９７０年代には，数多くの核心的な論争（ｋ・ｙ　ｄ・ｂ・ｔ・・）がおこっ た。 新古典派

経済学者は，広範囲な国家干渉（・ｔ・ｔ・ｍｔ・ｍｎｔ・０ｎ）に疑問を提起し，自由に市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
場諸力の作動を許すことの便益を強調した。新マルクス主義者と従属理論家は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（２７）
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第二世界国家の従属性を論じ，根源的な杜会改革と新しい杜会主義国家制度か ，

真の経済発展（経済的にもっとダイナミックで杜会的にもっと公平な）の必要条件

であると結論づけた 。

　本書の意図は，東アソア諸国の文脈において ，国家（・ｔａｔｅ・）と市場

（ｍ・・ｋ・ｔ・）の発展関係を検討することによっ て， 以上言及した論争に貢献する

ことであるとされている。「東アジアは世界で最・も速い成長地域である。資本

主義国韓国と台湾は印象深い成果をもたらしたのみならず，杜会主義国中国や
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
北朝鮮もまた国際的水準からすれは速い成長てあ った」。 これらの地域の活性

化（…ｉ１ｉ・ｎ・・）は，とくに１９７９年以来のことである。第三世界の大低の他の諸

国の経済的成果は，警戒すべき程度に悪化しているのにである 。

　本書は，「ガイドされた資本主義の市場機構」の典型的な成功した事例とし

て韓国と台湾をあげる。そして，杜会主義の「ガイドされた市場機構」として

中国の事例を研究している 。

　台湾と韓国は，１９５０年代には，政府が経済に干渉した。１９６０年代の初期以来 ，

各政府の介入は漸次縮減し，束縛されない市場諸力を拡大した。漸次的な自由

化が急速な経済成長と同一歩調で進んだ，と新古典派はいう 。「国家の介入が

大規模に欠如しているところでは，生産や研究や発展活動のため資源を動員し ，

管理するのに，企業者が最も重要な役割を果す…… 国家が供給したのは，単に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
企業者が彼等の機能を遂行するための適当な環境である」。 日本，韓国，台湾 ，

香港，シンガポールが以上の引用したケースに当て嵌るとされるのである 。

　台湾と韓国についての彩しい新古典派や開発経済学の文献は，市場の自由化

が， 両国の経済的成功を導いたのだということを証明するために費消されてい

る。

　本書の第一章　東アジァにおける発展国家と市場　を執筆しているＧｏｒｄｏｎ

Ｗｈ１ｔｅ とＲｏｂｅ血Ｗａｄｅは，台湾と韓国の経済は，ｒヵイトされた市場経済」

（ｇｕ１ｄｅｄ　ｍａｒｋｅｔ　ｅｃｏｎｏｍｙ）であるという 。これは，私の使用している「準市場

経済」（ｑｕ・・１－ｍａ・ｋｅｔ　ｅ・ｏｎｏｍｙ）の概念と非常に類似している。私か，上述した

『立命館経済学』の１９８５年１２月号に掲載した論文「日本の経済発展過程の理論

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８）
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化をめくる方法的諸問題」において，日本の産業政策をとりあげた折に，日本

の産業発展成果は，政府の産業政策に方向つけられた「カイトされた市場機

構」によっ ているとした。私は，その後，この「ガイドされた市場機構」より

「準市場経済」（ｑｕ・・１－ｍ・・ｋ・ｔ…ｎ・ｍｙ）の方か，理論的概念の表現としてより

適切であると思っている。そこで，本書の韓国と台湾の「ガイドされた市場経

済」の説明を紹介し援用しながら，また，私見を交えながら，「準市場経済」

の概念の構図を明示しておこうと思う 。

　「市場経済」の大きな特色をあげるとすれば，それは，生産手段が大抵私的

に所有され，利潤は大低私的に所有されている，企業が経済活動において主導

的な役割を果すこと ，利潤が企業活動の主要な動機であり ，利潤を獲得しない

企業は経済活動から脱落していく ，商品の価格形成が自由な市場を通じておこ

なわれ，それによっ て， 資源の効率的配分が達成されるというようなことであ

る。 国家は，多くの重要な例外を持っているが，直接規制や直接生産よりむし

ろ収益構造を転換させることにより市場に影響を与えようとする 。

　台湾や韓国は，勿論杜会主義国と根本的に異な っているか西欧経済とも非常

に異な っている。西欧経済は，市場合理性の結果に傷つき易いクループを保護

するため，何らかの規制によっ て市場合理性を制約する。台湾と韓国，これに ，

すくなくとも高度成長を実現するまでの日本を含めてよいが，これらの国 々は ，

工業化の優先順位によっ て市場合理性を制約する。工業化自体が主要目的であ

り， 政府は，資源の特殊な配分効果をもたらすように，現行の比較的優位にも

とづく収益最大化を考慮せずに，市場の自己調整部分を保護するための措置や

規制以上に，市場の一部分に攻撃的に介入する。この根本的な論理は，産業政

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
策の「日本の政府のアプ ローチと非常に類似している」。 日本の産業政策につ

いては小野進〔２３〕においてすでに言及しておいたからここで詳細に言及する

ことは省略しよう 。ただ，つぎのことだげ述べておこう 。産業政策には三つの

型がある。第一は，先進国にキャッ チァ ップするために幼稚産業を如何にして

発展させるのかというタイプ，第二は，自国産業が活力がなく衰退しかかった

時， 如何にして活力を与えるのかというタイプ，そして，第三に，政府が新産

　　　　　　　　　　　　　　　　（２９）
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業に対する方向つけと情報を提供していくという新しいこれからの型である
。

いずれにしろ，経済ナ！ヨ ナリスムにもとついて，自国産業を如何活動的にす

るかということが関係している。台湾と韓国は，産業政策の第一のタイプの論

理にしたがって，政府自身，マクロ経済政策やインフラストラクチ ュアの供給

に限定する傾向を示さなかった。ある産業は，政府によっ て補助金が与えられ ，

管理され，別の産業は，途切れ途切れに政策介入を経験し，残りの産業は，一

定の広い規制の枠組の中で，自分達で遣り繰りする道が残されていた。このよ

うに，「市場は，政府局官により形成された投資の長期的な国家の合理性によ

って誘導され，工業化の内容と歩調はまっ たく個々の実業家の集計的な意思決
　　　　　　　　２５）
定に残されていない」。

　新古典派経済学は，貿易と金融の「内部志向」体制（ｍｗａ・ｄ－１００ｋｍｇ）と「外

部志向」体制（ｏｕｔｗａ・ｄ－１ｏｏｋｍｇ）との区別をする，即ち，これは，輸入代替

（ｍｐｏｉ・ｕｂ・ｔｌｔｕｔｍｇ）と輸出促進（・ｘｐｏ吋ｐ・０ｍｏｔｍｇ）に対応する。この二つの区

別は相互に排他的に取り扱われており ，新古典派経済学者により ，低開発国は

ｒ輸入代替」からｒ輸出代替」へ転換するように勧告される。Ｗｈ１ｔｅ とＷ
ａｄ
ｅ

によると ，しかしながら，台湾と韓国では，積極的な輸入代替（Ｖｌｇ０・Ｏｕ・ｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）ｐｏ吋・ｕｂ・ｔ・ｔｕｔ１ｏｎ）が，輸出促進（ｅｘｐｏ・ｔ　ｐ・ｏｍＯｔ１ｏｎ）と同時に進行していた。政

府の市場への介入は，経済発展の障壁になるという新古典派経済学者の大合唱

とは反対に，本書の執筆者達は，台湾や韓副こおいて国家の市場への干渉が成

功したことを論証している。そこで，この点について，韓国と台湾についても

う少し詳細に見てみよう 。

　Ｒ１ｃｈａｒｄ　Ｌｕｅｄｄ←Ｎｅ甘ａｔｈが執筆している本書の第二章　韓国における国家

介入と輸出志向型発展（Ｓｔ・ｔ・Ｉｎｔ・ｍｎｔ１ｏｎｍｄＥｘｐ・血一〇・ｍｔ・ｄ　Ｄ・ｖ・１ｏｐｍ・ｎｔｍ

ＳＯｕｔｈ　Ｋ０…）の狙いは，国家介入の反対者を支持する事例として広範囲に知

れわたっている韓国を調査することによっ て， 産業発展における国家の役割に

ついての論争に貢献することである 。

　Ｌｕｅｄｄｅ－Ｎｅ皿ａｔｈは，国内経済では，産業政策，金融政策，価格規制，対外

経済では，貿易（輸出入業者の許認可制，インフォーマルな圧力，数量規制，関税と

　　　　　　　　　　　　　　　　（３０）
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物品税），外国為替，外国からの直接投資，外国銀行，技術移転を検討し，国

家の介入が如何に作用しているのかを詳細に分析している。ここでの関心は ，

このような国家の介入が何故作用しているのかという点である 。

　韓国の国家介入の経験には，国家の外延的て非常に細かい干渉，しはしは矛

盾した法律と規制，法律解決における行政側の自由，行政決定に反対して訴え

る形式上の手続の欠如が存在する。以上の欠陥を持つにもかかわらず，何故こ

のような国家干渉のノステムが混乱に導かないのか？ 何故，実業家は部分的に

このシステム を掘り崩さなかったのか？官僚の非効率や汚職などより ，国家の

多方面にわたる介入の便益の方が大きかったのは何故か？

　韓国か成功した理由の第一は，政策決定者に与えられている局度に効率的な

情報伝達のチャン不ルてあるとされる 。Ｌｕｅｄｄｅ－Ｎｅ皿ａｔｈは，これ以外に，五

つの主要な要因を提示している 。

　０　正統性，（２）干渉主義者の目的の明蜥さと切迫さ ，（３）実際的な干渉
，

＠　実行力，　　国民，がそうである 。

　ここでは，われわれに参考になると思われる０と　にかかわって，言及し

ておこう 。

　韓国では，経済活動における国家の介入は長い歴史を持っている。新羅時代

から今日にいたるまて，市場におげる国家の干渉は日常的な秩序（ｔｈ・ｏ・ｄ…　ｆ

ｔｈｅｄａｙ）であ った。「国家干渉の正統性（１・ｇｌｔｍ・・ｙ）は，また儒教
（ＣＯｎｆｕｃｌａｍｓｍ）の不可欠な部分てあり ，韓国は１４世紀以来，この儒教に大きな
　　　　　　　２７）
影響を受げてきた」。儒教倫理では，水平的な杜会秩序より国家の人格化とし

ての最高統治者をもっ た垂直的な杜会秩序か議論される。それ故，韓国では ，

ビジネスは政府に奉仕することが期待されているのであ って，その逆でないこ

とを知ることは驚くべきことではない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
　アタム ・スミスのｍｖ１ｓ１ｂ１ｅ　ｈａｎｄの概念は儒教倫理（・ｏｎｆｕ・１・ｎ・ｔｈ１・・）と両

立しない。経済は，自由にその作用にまかせておけば，自律的に適当な経済秩

序を回復するという自然法の思想は，最高統治者の道徳倫理を強調する，儒教

システムと相容れない。このことは，二つのことを含意する。第一は，多くの

　　　　　　　　　　　　　　　　（３１）
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韓国の官僚は，経済の運営を市場諸力にまかせる政策に対して強い不信をもっ
　　　　２９）
ていること 。第二は，韓国の官僚は，法律が明示的に許可しているとしても ，

韓国の最高の利益にならないと感じたら，嬢路うことなく当該契約を破棄した

のは何故かということを説明している。国家の干渉は，完全に適切な国家活動

とみなされている。国家が全財産の究極的な所有者であるという前提の下に ，

韓国においては，伝統的に，私有財産は神聖にして犯すことのできないもので

なかった。土地の没収，そして最近では，実業家の不正な利潤の没収は，正統

的でないか，　般大衆には非常に人気がある 。

　韓国において干渉が何故ｗｏｒｋｍｇするのかを理解する鍵は実業界の正直さ

よりは官僚の性質と資質およぴ韓国の　般住民の権威主義に対する寛容さに大

きく依存していることである 。

　韓国の官僚の汚職について二つの事柄を指摘しておかなげれぱならない。第

一は，他の発展途上国の如何なる国と比較しても ，控え目な現象であること ，

第二は，汚職は，干渉主義を無意味にするようなものでないこと ，である 。

　効率に関していえば，韓国の官僚は疑いもなく ，全体として，計画を立案し

たり ，若干の複雑な干渉政策を修正したりするのに成功してきた。このことは ，

彼等の高い資質を証明している 。

　台湾の経験に移ろう 。

　台湾経済の成功は，新古典派経済学のｔｈｅｏｒｅｍを徹底的に適用した結果で

あるというのが，広く受けいれられている見解である。台湾の経験は新古典派
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
の標準的な事例であり ，「新古典派の論理の一つの範例」（・ｎ　ｅｘａｍｐｌ・・ｏｆ　ｔｈ・

ｎｅＯＣｌａＳＳ１Ｃａ１１０ｇ１Ｃ）であるとみなされてきた
。

　Ｒｏｂｅｒｔ　Ｗａｄｅ は， 第一章外向型発展における国家干渉　新古典派理論と

台湾の現実（Ｓｔ・ｔ・Ｉｎｔ・・ｖ・ｎｔ１ｏｎ　ｍ ‘Ｏｕｔｗ・・ｄ－１ｏｏｋｍｇ’Ｄ・ｖ・１ｏｐｍｅｎｔ　Ｎ・ｏ・１…１・・１

Ｔｈ…ｙ・ｎｄ　Ｔ・１ｗ・ｎ…　Ｐ・・ｃｔ１・ｅ）で，台湾の実際の経験を分析して，前述した

ような新古典派経済学者達の議論か妥当でないことを論証している。新古典派

経済学の説明は，ＡＯＫｒｕｇｅｒ，ＪＮＢｈａｇｗａｔ１，ＢＢ
ａ１ａｓｓａ

そしてＩＭＢＬ１←

　　　　　　　　　３１）ｔ１ｅ

なとからきている 。Ｉａｎ　Ｌ１ｔｔ１ｅは，新古典派経済学の良き解説者であるが ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２）
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彼は東アソァのＮＩＣｓを研究した。Ｌ
１ｔｔ１ｅ

は， １９６３－７３年の台湾の産業発展

を四つのｋｅｙ　ｅ１ｅｍｅｎｔｓによっ て把握している。それは，０　輸出のための

自由貿易体制の創出，　　保守的な政府予算，　　高い利子率，＠　自由な労

働市場，である。これらの四つの要因は，諸価格か真の希少性を反映する規制

によっ て歪まない価格環境を生みだす。このような価格環境の下で，労働集約

的輸出品の急速な成長　国内市場の成長　雇用と実質賃金の改善　貧困の縮少

→所得の不平等性の減少　需要か労働費用を上昇させる，また，労働集約製品

の輸出か保護貿易に直面する→比較優位はより資本 ・技術集約的活動にｓｈ１
ｆｔ

させる，という連鎖が発生して産業構造が高度化していくのである。新古典派

経済学は国家を無視しうるほどの存在とは考えていない 。Ｌｉｔｔ１ｅ は， 台湾にお

いて，政府が，私的セクターが満足いくように機能するためには，道路，教育 ，

健康などのフレームワークを供給するための重要な役割を果すことを認めてい

る。

　決定的な問題点（ｃ・ｕ・１ａｌ　ｐｏｍｔ・）は，政府か市場 メヵニスムのｗｏｒｋｍｇに対

して何らかのｄ１ｒｅｃｔｌｏｎａ１ｔｈｒｕｓｔを提供しようと試みるのか試みないのかとい
　　　　　３２）
うことである 。

　新古典派の理解では，大雑把にいえば，台湾の開発戦略では，１９５０年代は輸

入代替，１９６０年代は輸出志向（・ｘｐ０廿ｐ・・ｍ・ｔｉＯｎ）であ ったから，この輸入代替

から輸出志向への戦略の転換か，台湾経済を成長軌道に乗せたと判断する 。

　政府が国民に対して後見役（ｔｕｔ・１・・ｙ）を果すという概念は，中国の歴史の上

で古い思想である。この古い概念は，２０世紀初めに，中国革命の父，孫文によ

って近代的な意義つけか与えられた。孫文は，「市場杜会主義」（ｍ・・ｋ・ｔ

　　　　　　　　　　　　３３）
・Ｏ…１１・ｍ）の擁護者てあ った。彼は，ヒスマルクのトイソ，口！アの新経済政
　　　　　　　　　　３４）
策， 明治日本に注目した。政府が，中国の資源を開発させる方法として ，ｋｅｙ

ＳｅＣｔｏｒの生産手段の国有化が，信頼できるシステムであると ，孫文は考えて

いた。台湾にやってきた国民党は，孫文のこの思想を国民党の本質的な原則と
　　　３５）
みなした 。

　これは台湾だけではなく ，韓国についても新旧のマルクス経済学者達や少な

　　　　　　　　　　　　　　　　（３３）
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からずの国際経済学者達によっ てよくそういわれるのであるか，外国の援助に

よっ て両国が経済上で顕著な成果を得たのである ，と。外国の援助に関してい

えば，「アルジ ヱリアとチリは台湾と同じか，それより大きい援助を受げたが ，
　　　　　　　　　　　　　３６）
それを効率的に使用しなか った」。

　国民党政府は，二つの目標を持っていた。第一の目標は，中国大陸を奪回す

ることであ った。第二は，先進副こキャッ チア ッブすることであ った。国民党

政府の指導者達は，大陸においてすでに如何なる産業を如何なる方法で発展さ

せればよいのかという経験を積んでいたが，実は，国家の役割の正統性と中国

大陸と「張り合う」ために参考になる経済（ｔｈ・ｍ・ｍ・ｘｔ・ｍ・１・・ｆ…ｎ・・

・・ＯｎＯｍｙ）として，日本がその思想を台湾政府の指導者達に提供していたので
　３７）

ある 。

　１９８０年には，６つの最大規模の公企業は，５０の私的な大企業に等しい売上高

をもち，最も大きい１Ｏの産業会杜のうち，７つか公企業であり ，５０の産業会杜

のうち，１９が公企業である。公企業は広い範囲の産業部門にわたっている，し

かも ，それは，普通の電気，カス，水道，鉄道，電信電話以外に，石油精製 ，

石油化学，鉄鋼とその他の金属，造船，重機械，運輸設備，肥料と管理高地に
　　　　　　３８）
集中されている 。

　台湾政府は，１９５０年代，１９６０年代，１９７０年代とずっと一貫して輸入代替の

「誘導された計画」を押し進めてきたのであ って，新古典派のいうように，台

湾の貿易体制はそれほど自由でなかった。経済発展の方向とテンポを決定する

のは，現行の比較生産費にもとつく ，収益極大化の理論ではないということで
　　３９）
あっ た。 輸入代替政策のねらいは，台湾内部に弾力的に供給される産業構造を

創出し，台湾経済がすみやかに世界市場に反応し，投入物供給の中断に傷つき

やすくないようにすることであった。人口や資源の賦存状況，１人当りの所得

などは日本と異な っているにしても ，この基礎にある論理は，日本の産業発展

のアブ ローチと非常によく似ているのである 。

　戦前の日本経済の発展は，アジア諸剛こおいて，従来から，その積極的 ・建

設的側面がかなり無視されてきたが，現在でもこの傾向がつづいているように

　　　　　　　　　　　　　　　　（３４）
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思われる。その大きな理由は，日本軍国主義の被害を受げたアノアの多くの人

々か，戦前の日本の軍事的性格を持った経済発展なとは，経済成長のパター：／

としてひとつも学ぶべきものがないと考えているからであろう 。

　われわれの研究は，前述した ロッ クウ ッドの研究のように，戦前の日本経済

の価値ある積極的 目定的位相に焦点を当てたい。何故なら，戦後日本の経済発

展は，戦前の日本経済のこの積極面と連続性を保持しているからである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０）　「１８９９年の関税自主権獲得後の日本は，公然と産業保護政策に乗出した」。 山

澤逸平〔４４〕によれは，日本の輸入代替期は，重化学工業に関しては，１８９９年

（明治３２年）の関税自主権が回復されて以来，１９３０年代の初め頃までとされ，軽工業に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１）
関しては，１９００年以前にほぽ完了したとされる。日本の工業貿易収支が趨勢的に黒

字に転じたのは，「大東亜戦争」前の１９３０年頃であり ，戦後ては，１９６０年代の

後半頃であ った。しかしながら，１９３０年代の機械工業や設備工業において，技

術工学上の決定的な問題ては，西欧との格差は埋められなかった。日本はやは

り二流の工業国であ った。１９００年頃から１９３０年代の初め頃の時期を「第一次輸

入代替期」と口乎ぶなら，戦後の局度成長期を「第二次輸入代替期」と名付けて

もよいかもしれない 。

　日本経済の性格について異なる二つの命題が成立している 。

　第一命題　日本経済は，「上からの資本主義化」がすすめられたので，政府

の役割か決定的て，民間経済＝　般私企業は従属的てあるが，独占力が支配的

で， 国家主導の経済（・ｔ・ｔ・ ｄｉ…ｔ・ｄ…ｎ・ｍｙ）である
。

　第二命題　日本経済は局度に競争的な市場 ！ステムの現代的事例の一つであ

り， 戦後の日本経済の成功は，活力ある民間企業の功績に帰されるべきである 。

　如何なる西 ヨーロッパ諸国と比較してみても ，統計的には，ＧＮＰに占める

公共支出の比率，公務員など公的セクター に従事する人 々の比率などは，日本

の方が相対的に小さい。また，西 ヨーロッパでは，公的企業に組み込まれた多

くの産業（鉄鋼，石炭，自動車など）が，日本では私的企業によっ て経営されて

いる。それ故，計量的には，第二命題を反駁することはできない 。

　にもかかわらず，日本における国家の私企業に与える大きな影響を無視する

　　　　　　　　　　　　　　　　（３５）
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ことは出来ないし，民間企業の政府からの相対的自俸性の稀薄さと企業者の愛

国心も軽視することはできない。また，主導権をとる政府が企業を意のまま動

かしているということも事実に反している 。

　真理は，第一命題と第二命題の中間にある。そこで，私は，第二の命題とし

て， 「準市場経済」（ｑｕ・・１－ｍａ・ｋ・ｔ　ｅ・ｏｎｏｍｙ）なる ｃｏｎｃｅｐｔを提唱したい
。

　仮説としてのｒ準市場経済」（ｑｕａｓ１－ｍａ・ｋｅｔ　ｅｃｏｎｏｍｙ）の特徴をあげておこう
。

「準市場経済」は
，

　０　勿論，杜会主義的計画経済とも異質であるし，市場によってのみ制御さ

れ， 規制され，方向つげられ，私企業か経済活動に主導的な役割を果す西欧型

の市場経済とも異なる 。

　（２）計画経済と異なり ，市場 メカニ ズムに対する敵対は，部分的であり ，生

粋の市場経済への転換は比較的容易である 。

　　　工業化を実現することを目的にしており ，成熟した福祉国家の建設を直

接の目標にはしていない。混合経済におげる政府の民間経済への介入は，市場

合理性の結果に傷つき易いクループを保護するためである。先進工業諸国にお

いて，ケインス革命ともに経済成長によっ て雇用問題を解決するため国家の介

入（Ｓｔａｔｅ　ｍｔｅ・Ｖｅｎｔ１Ｏｎ）か正統化されたか，この場合の国家介入は，工業化を自

己目的にしていない 。

　　　後進国が先進工業国に到る道において必然的に辿る一つの過程である 。

　（５）公企業が，私的企業と競合して利潤を追求する可能性を拒否しないし ，

公企業を一国の資本蓄積過程の付随玩象とみなさないで，正常な現象と考える 。

混合経済に固有な国家資本主義は，マルクス主義の見解では，公企業か私的生

産者と競争して利潤追求の可能性を拒否する。公企業にかんする自由主義的見

解によれば，公企業は，私企業全体に奉仕する補助的役割を果すに過ぎない 。

しかし，公企業は，私企業全体に対して補完的役割を果すのではなくて，経済

発展にとっ て必要不可欠な道具である 。

　明治以後の目本の経済発展は，二段式 Ｐケ ットのように，二段式経済発展を

とるのかもしれない。先進国にキャッ チアッ ブするまでは，「準市場経済の経

　　　　　　　　　　　　　　　　（３６）
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済学」が妥当する。その後は，ケインズ型の市場経済に移行するのかそれとも

ワルラス型の市場経済に転換するのか両者の型が共存するのか今のところよく

わからないので断定を差し控えたい 。

　　１）各国が資本主義化し，発展するのは自然史的過程のごとく想定し，何故特定の

　　　国が資本主義化しえたかという視角が欠落しているとして講座派の日本資本主義

　　　分析を批判した正田健一郎〔１０〕の第一章　日本資本主義発展史の分析視角　は

　　　本稿の間題意識と共通した一面がある 。

　　２）　この本は，データや統計資料では大いに参考になる。しかし，日本の工業化が

　　　成功した諸要因を羅列するだけで，何故日本の経済発展が艮好な成果を獲得した

　　　のか，何故，中国は資本主義化に失敗し，日本が何故資本主義化に成功したのか

　　　という基本 メカニズムの分析については知ることができたい 。

　　３）　このような最悪の状態にな ったのは，上野裕也氏が，その好著〔１６〕で「国土

　　　利用という点で諸外国と比べて本質的に計画化あるいは統制化を必要としたにも

　　　かかわらず，日本の保守党政府が土地私有制度を固守し，その権利義務に対する

　　　強い規制に容易に踏み切らなかったのは，資本主義の大義名分だけでなく ，土地

　　　のもつこの所有権的希少性に執着したからであり ，長期にわたる地価の急上昇と

　　　地価上昇の期待にもとづく投機的需要の発生はこの理由からである。市街地価格

　　　が昭和３０年代の高度成長過程に入って恒常的に急上昇し，４７年の地価が３０年に比

　　　べて約２０倍，卸売物価の約１７倍という高騰を示した事実は，このことを十分に裏

　　　づけている」（ｐ．７）と述べているのはまさにその通りであるといえる。この本

　　　が書かれたのは昭和５３年であるが，それ以後の経験は事態がより悪化しているこ

　　　とは誰の目にも明 々白 々である。こうな ったからには新古典派経済学者の専門家

　　　のいうように土地の供給をふやすためのテクニカルな解決策では解決できる筈が

　　　ない。国家百年の大計のため，誤解を恐れずいえば，都市の土地問題の解決には ，

　　　最も強力な権力の発動を必要としよう 。ただし，この権力はこの問題の解決のみ

　　　付与されているのであるという厳格な制約条件つきのものである。すくなくとも ，

　　　都市問題と高等教 目問題を根本的に解決しなけれは，日本は一流国とはいえない

　　　のである 。

　　４）Ｗｏｒ１ｄ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ（Ｖｏ１１０，Ｎｏ２．１９８２，Ｖｏ１１３，Ｎｏ４．１９８５）誌上て

　　　 ‘Ｃａｎ　ｔｈｅ　Ｅａｓｔ　Ａｓ１ａｎ　Ｍｏｄｅ１ｏｆ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ｂｅ　Ｇｅｎｅｒａ１１ｚｅｄ？’というテーマ

　　　で論争があることなどその例であろう 。

　　５）藤本　昭「中国の沿海地域新戦略　外向型経済発展めざす」（ｒ日本経済新聞』

　　　１９８８年７月７日）。

　　６）小野　進〔２６〕のｐｐ．２８～２９を参照されたし 。

　　７）最近，タイやマレーシアなどの目覚しい経済成長が報告されているが，東南ア

（３７）
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　ジア諸国の経済発展の主要な担い手となっているのは，各剛こ居住する華僑であ

　ると考えられる。なおアジアの経済発展についての要領のいい分析は，市村真一

　〔１７〕がいい。アジアの経済発展の明るい将来についてよく言及されているけれ

　ど，市村真一教授の展望はそれほど楽観的でない 。

８）欧米の支配階層と比較すれぱ，否杜会主義国の所謂 ノーメンクラツーラと比較

　しても，戦後日本の支配階層の生活は如何に質素なことか，また敗戦による後遺

　症か残っているためか，日本が高度大衆杜会のためか，如何に自信喪失し臆病で

　気品がないか輿味ある玩象である。今後，これが日本杜会の弱点にな っていくで

　あろう 。

９）新古典派経済学者の中には，頭から思想やイデオ ロギーを考えることを拒否し

　たり ，また逃避しているためか，かえ って，新古典派のイデオ ロギーに囚われて ，

　他の思想やイギオ ロギーで悪戦苦闘し悩んだことのない人が多いように思われる 。

　経済成長にイデオ ロギーが重要であることは，Ａ ・ガーシ ェソクロンによっ て語

　られているが，Ｄｏｒｅ〔２０〕ＰＰ．４０１～４０２，邦訳ＰＰ．４４６－４４７．をも見よ 。イデオ

　ロ ギーなどの問題は，何もマルクス経済学者がかつてそうであったように彼等の

　専売特許でないのである。転換期にある今日の我国の経済杜会にこそより確固な

　新しい理念や哲学が杜会科学者に求められているのではないか。新しい理念には ，

　独創的な知識階級の創出ということも含まれるであろうが，知識階級に物心両面

　の快適な環境を与えなけれぱ，世界に貢献するような独創的な学問もでてこない

　であろう 。アメリカ民主主義の原理は，Ａハミルト／などのフェ デラリストに

　よっ てつくりあげられた。そして，民主主義は三権分立の制度的装置として，ア

　メリカで定着した。トクヴィルはそのすくれた大著［アメリカ民主主義』におい

　て，アメリカ民主主義の欠陥を明示し，民主主義がよりよく作動するためには ，

　確固とした公共精神の土台が必要であり ，宗教や道徳に多くを期待した。ところ

　が，フェ デラリスト達に，トクヴィルほど宗教や道徳に期待せず，制度を重視し

　た。制度をよりよくｗｏｒｋｍｇさせるためには，道徳や宗教などをより重視する

　のか，さもなくぱ煩墳な制度を追加することによっ て人々を規制していくのか
　（猪木武徳〔３５〕が参考になる）。

１Ｏ）Ｄｏｒｅ〔２０〕ＰＰ．４１５～４１６，邦訳ＰＰ．４６２～４６３は，後発的発展の特徴を８つあ

　げている。即ち ，

　・ 国家が支配的役割を果し，自由放任の哲学は優位をしめない 。

　。 問屋制家内工業制度が工場制度へ 自作農業が資本主義的農業へ徐々に移行す

　　るという過程はとらない 。

　・ 学校教育制度の発展がみられる 。

　。 移植された先進技術と伝統技術に格差がある 。

　。 組織上の変化が大きい 。
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　　。先進国の労働組合や労働者の権利などが後進国に拡大される
。

　　。大企業は安定しており ，より長期的な見方ができる 。

　　。大企業と小企業の二重構造と ，大企業労働老の雇用の安定 。
１１）　 ロストウ〔２１〕を見よ。「離陸」の概念は有効に利用できるであろう 。ロスト
　　ウ理論の問題点について角山，川北〔１９〕はつぎのように述べている

。

　　　 「われわれは現代における低開発性とは何か，また少なくとも産業革命以前の

　低開発性とどこが類似し，どこが異な っているのか，という問題を検討する必要

　がある。そのためには，経済成長史学を貫徹している一国経済成長の立場を脱脚

　　して，グ ローバルな視野に立って資本主義の成立を再検討する必要がある」（ｐ

　３１）。

１２）小野進〔２４〕を見よ 。

１３）Ｅ・Ｄ・ドーマは，純粋な経済成長モデルの限界について，十分自覚していたこ

　とはつぎの言明から了解される。「経済成長は杜会の基礎構造によって決定され
，

　したがって包括的な成長理論は，ほんの２ ，３例をあげてみても ，自然界，政治

　構造，もろもろの刺激，教育方法，法組織，科学にたいする，変化にたいする ，

　貯蓄にたいする態度などをふくんでいるはずである。これらのものはいずれも ，

　もともと独変変数とみなすわけにはゆかないし，その同時的関係をあらわすため

　に必要とされる体系は，記号による表現にせよ ，言語による表現にせよ ，はなは

　だしく複雑であり ，しかもおそらくは役にたたないであろう 。それゆえ，この問

　題の論じ方は，ややはっきり区別される２つの部分にわかたれる。すなわち，一
　般論と ，高度に単純化された記号によるモデルであり ，両者の間に広いキャッ プ

　が横たわっている。いずれの接近方法もそれだけをとりあげたのでは十分でない 。

　というのは，前者は分析の点で通常不十分であり ，後者は精密にすぎ，しかもそ

　の正確さが欺嚇的だからである。両者は１つの橋の両端とみなすべきであり ，こ

　の間に橋をかけることによっ て， おそらくいつの日にか実用的な成長理論をもつ

　ことになるであろう」（ドーマ〔３７〕邦訳Ｐ．２２）。

１４）　Ｔｈｉｒ１ｗａｌ１，ｅｄ．〔３８〕Ｐ．６

１５）東南アジア研究会編〔３９〕ｐ ．ｐ．４～５

１６）矢野暢〔４０〕ｐ．１３

１７）最近，タイ ，マーレシヤ等の経済成長の良好な成果が流布されているが，経済

　成長によっ てこのような「杜会の分節」がどのように変化しつつあるのであろう

　か 。

１８）原洋之助氏のつぎの言明も注目しておこう 。アジア諸国を対象にその経済発展

　を分析するためには「市場経済的競争のもつ内的 メカニ ズム をできるだけ純論理

　的につきつめようとする理論経済学者の方法だけに依存することは許されない」
，

　ｒわれわれが求めている新しい理論の構図は，理論経済学者の理論化作業と現地

　　　　　　　　　　　　　　　　（３９）
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　　通の叙述という ，認識 レベルもその方法もともに異質なものを含んだ論述からし

　　か生まれてこないであろう 。そしてこの論述は，間違いなく互いを異物として排

　　除しあう二つの知の方向一一経験的多様性への嫌悪と愛着　　を内につつみこま

　　ざるをえない以上，常に「不安定」構造をもたざるをえない。こういう構造をも

　　 った論述をくりかえし続けることでしか，経済秩序の変容をダイナミヅ クにつか

　　まえる理論は生まれてこないであろう」（原洋之助〔４〕ＰＰ．２２～２３）。

１９）Ｗｈ１ｔｅ，ｅｄ〔２２〕Ｐ３リストは，後進資本主義に特有な本源的蓄積を保護主

　　義という形態で必ずしも理論的に洞察しなか った。またリストは，保護主義の思

　　想を後進国の工業化イデオ ロギーとして理論的に自覚していなかった（玉野井芳

　　良障　〔３６〕　Ｐ．７４）。

２０）Ｗｈｉｔｅ，ｅ
ｄ． 〔２２〕Ｐ．２

　２１）１９７０年代後半の開発経済学における新古典派経済学の復輿（Ｒｅｓｕｒｇｅｎｃｅ　ｏｆ

　　Ｎｅｏｃ１ａｓｓ１ｃａｌ　Ｐａｒａｄ１ｇｍ）への言及とＨ　Ｍｙｍｔは発展問題への新古典派理論の

　　適用に批判的であるにもかかわらず，経済開発の効率的促進のため自由な市場競

　　争と自由貿易が不可欠であるとする彼の立場は「痛いほどよくわかる」とする原

　　洋之助〔１８〕が面白い 。

２２）Ｗｈｉｔｅ，ｅｄ．〔２２〕Ｐ．２

　２３）　Ｃｈｅｎ〔２７〕ＰＰ１８３～１８４

２４）Ｗｈｉｔｅ，ｅｄ．〔２２〕Ｐ．６

２５）Ｗｈｉｔｅ，ｅｄ．〔２２〕Ｐ．７

　２６）Ｗｈｉｔｅ，ｅｄ．〔２２〕Ｐ．７

２７）Ｗｈｉｔｅ，ｅｄ．〔２２〕Ｐ．９７

　２８）儒教 ・儒学については目下勉強中なので，中国儒教，朝鮮儒教，日本儒教の三

　　者の相違は何か，儒教の本質をどのように理解するのか等々について，まだ私の

　　解釈か定着していない。ただ勉強の進捗に応じて ，小野〔２４〕 ，〔２５〕 ，〔２６〕の注

　　の中で私の見解を提示しておいた。ここでは，今世紀最大の業績の一つといわれ

　　 るジ ョセフ ・二一ダムの［中国の科学と文明」第２巻　思想史 ．（上）の節九章

　　儒家と儒教　を参照されることを希望する 。

　２９）解放前の中国では，極端な統治の分権化の下で，官産官僚層と商人の積極的な

　　私的利益追求活動が，中国の市場経済をかえって不安定化させた。スミスのｉ阯

　　 ｖ１ｓｌ
ｂ１ｅ　ｈａｎｄは中国の市場経済に活力を与えなか った。この点については，名

　　著である村松祐次〔２９〕を参照されたし 。

　３０）Ｗｈｉｔｅ，ｅｄ．〔２２〕Ｐ．５４

　３１）　Ｅｖａｎｓ　ａｎｄ　Ａ１１ｚａｄｅｈ　〔３０〕Ｐ３８　なお，ＡＯ　Ｋｍｅｇｅｒ，‘Ｔｈｅ　Ｐｏ１１ｔｌｃａ１Ｅｃｏ－
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　　は，国家介入の新古典派的分析の最も影響力の大きい文献の一つである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４０）



　　　　　準市場経済（ｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔ　ｅｃｏｎｏｍｙ）と市場経済（小野）　　　　　 ４１
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